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台湾における研究開発技術者のキャリア分析序説：

公的部門と民間部門の比較を中心に

早稲田大学 白木三秀

1.は じ め に

 本稿の課題 は，台湾における研究開発技術者の

キャリアとその意識を分析するたあの，最初の基

礎的考察を行 うことにある。本稿では，公的部門

と民間部門の比較を中心に検討することにする。

 最初に， 台湾のR&D部 門の諸特徴をその支出

面，人材面から明らかにする。 ここでは，最終的

に工業部門のR&D， 特 に新竹科学園区のR&D

の諸側面を明 らかにしたい。次に，幸い実施でき

た512人 の研究開発技術者 に対するアンケー ト

調査結果を用いて，キャリアのうち外部労働市場

とのかかわ りを検討する。さらに，同調査に基づ

き研究開発技術者のキャリア意識の特定の側面を

掘り下げることにする。最後に今後の課題と結論

を述べる。

2.台 湾のR&D部 門の特徴

 台湾における研究開発技術者のキャリアについ

て検討する前に，台湾のR&D部 門， とりわけ工

業部門のそれにはどのような特徴があるのかを検

討 しておく必要がある。 というのも，研究開発技

術者のキャリアは，R&D部 門の規模，業種構成，

さらには政府のR&D政 策などのあり方か らは独

立的であり得ないか らである。

 (1)R&D支 出 か ら見 た特 徴

 台 湾 のR&Dへ の支 出 を 見 た の が 表1で あ る。

95年 に お け るR&D支 出 の 総 額 は1，250億 台 湾

ドル(1台 湾 ドル=3.5円 で 換 算 して 約4，375億

円)で あ る。93年 か ら95年 にか け て のR&D支

出 の対 前 年 比 伸 び率 は，9%か ら10%で あ り，

これ はGDPあ る い はGNPの 伸 び 率 よ り若 干 高

い。 この た め，R&D支 出 の対GDP比 率 は93年

の1.76%か ら95年 の1.81%に まで 高 ま って き

て い る(対GNP比 率 も 同 様 の 傾 向 を 示 し て い

る)。

 この1.81%と い う台 湾 のR&D支 出 の対GDP

比 率 が 相 対 的 に ど の よ うな水 準 に あ る の か を見 た

のが ， 図1で あ る。 ス ウエ ー デ ンの3.04%は 突

出 して い るが ，日本 ，USAを 含 む他 の先 進 国 の水

準 は2.5%を 超 え， ま た ， 韓 国 の それ も94年 に

は2.61%と な って い る こ とを 考 え る と， 台 湾 の

1.81%は ， これ ま で 着 実 に 高 ま って きて い る と

は いえ ， 現 状 で は まだ 低 い と いえ る1)。

 表1に は，R&D支 出 を 資 金 供 給 元 別 に 見 た 場

合 の 公 的 部 門 と民 間 部 門 の 内 訳 もま た示 され て い

表1.台 湾におけるR&D支 出の推移

Total：(NT$100m)*

 Growth rate：(%)

 Percentage of GDP：

 Percentage of GNP：

Government/private expenditures：

 Ratio of sums：(NT$100m)

 Percentage：(%)

1995 1994

1，147

10.7

1.80

1.78

コ ニ 三1993
1，250

9.0

1.81

1.79

558/692

44.7/55.3

553/594

48.2/51.8

1，036

9.3

1.76

1.74

513/523
49.5/50.5

Note：*This sum includes research in the humanities and social sciences， as well as government

  planning and support expenditures， but excludes national defense technology

出 所 ：National Science Council(1997)， White Paper on Science and Technology：V・ision/or the

 Development of Science and Technology into the 21 st Century Taiwan.
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図1.GDPに 占め るR&D支 出の国際比較

表2.台 湾 におけるR&Dの マ ンパ ワーの推移

(単位 ：人，%)

Year

1993

1994

1995

Total

88，433

92，337

102，801

 Researchers

  _[亶.一
52，420      59.3

55，405      60.0

63，457      61.7

Technicians
.c

23，720      26.8

24，067      26.1

25，635      24.9

Supporting Personnel

   旦 一
12，293       13.9

12，865       13.9

13，709      13.3

(出 所)表1に 同 じ.

る。 この 場 合 の 公 的 部 門 に は政 府 関 係 機 関 と公 営

企 業 が 含 まれ ， 民 間 部 門 に は民 間 企 業 ， 非 営 利 組

織(財 団 法 人)， 外 国 研 究 機 関，そ れ に民 間 研 究 機

関 が 含 ま れ て い る2}。台 湾 に お け るR&D支 出 の

公 的 部 門 の比 率 は，93年49.5%，94年48.2%，

95年44.7%と 低 下 傾 向 に あ る。 この44.7%と

い う水 準 が 国 際 的 に 高 い か 低 い か とい う と， そ れ

は 公 的 部 門 の比 率 の 高 い フ ラ ンス の41.6%よ り

さ らに や や高 く，USAの36.1%， 日本 の20.2%

と比 べ る と， 格 段 に高 い と い え る3)。 しか し，R&

D支 出 が 政 府 一辺 倒 と な って い る イ ン ドの94-

95年 の同 比 率83.6%(梅 澤 ，1999年)と 比 べ る

と， ま だ ま だ低 い とい う こ とに な る。

 このR&D支 出 を 基 礎 研 究 ， 応 用 研 究 ， そ れ に

技 術 開 発 と3分 類 して み る と， 台 湾 で は95年 現

在 ，14：28：58と な って い るの に対 し，他 の 国 々

は以 下 の よ うに な って い る4)。

  USA(94年)   17：23：60

  日本(94年)    14：25=61

  フ ラ ンス(92年)  21：31：48

 こ の こ とか ら， 台 湾 のR&D支 出 の 内訳 は， 日

本 やUSA， と りわ け 日本 と き わ めて 近 い が， フ ラ

ンス と比 べ る と， 基 礎 研 究 ， 応 用 研 究 の シェ ア が

低 く， 技 術 開 発 の シ ェ アが 高 い と い え る。

 以 上 か ら， 台 湾 のR&D支 出 の特 徴 と して次 の

こ とが 指 摘 で き る。 第1に ， 台 湾 のGDPに 占 あ

るR&D支 出1.81%は ， 先 進 国 な らび に韓 国 と

比 べ て まだ 低 い 。 第2に ，R&D支 出 にお け る公

的 部 門 の比 率 は， 日本 やUSAと 比 べ て格 段 に 高

い。第3に ，R&D支 出 を基 礎 研 究 ，応 用 研 究 ，そ

れ に技 術 開発 と3分 類 して比 べ て み る と， 日本 や

USAと は差 が な い が ， フ ラ ン ス と比 べ る と基 礎

研 究 ， 応 用研 究 の シ ェ アが低 い。

 (2)R&D人 材 の特 徴

 台 湾 に お け るR&Dに 従 事 す る マ ンパ ワ ー の規

模 を見 た の が， 表2で あ る。 こ の場 合 のR&Dの

マ ンパ ワ ー は研 究 者(Researchers)， テ ク ニ シ ャ
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(出 所)表1に 同 じ.

図2.R&D人 材 に関す る諸指標 の推移

表3.R&D人 材の学位別 ・雇用部門別構成

(単位 ：人)

Education Level

Total

 Ph. D. degree
 Master's degree

 Bachelor's degree
 College or other

Total I lndustryResearch Institutlons Universities&Colleges

63，457

10，323

15，838

19，156

18，140

37，353

1，120

7，885

13，290

15，058

12，084

1，804

4，359

3，309

2，612

14，020

7，399

3，594

2，557

 470

(出 所)表1に 同 じ.

ン(Technicians)， そ れ に補 助 人 員 (Supporting

Personne1)か ら成 って い る。 まず ，全 体 の人 員 規

模 は93年88，433人 ， 94年92，337人 ，95年

102，801人 と増 大 して きて い る。95年 のR&Dの

マ ンパ ワ ー の 内 訳 は研 究 者61.7%， テ ク ニ シ ャ

ン24.9%， そ れ に 補 助 人 員13.3%と な って お

り，研 究 者 の シ ェア は この3年 間少 しず つ拡 大 傾

向 に あ る こ とが 分 か る。

 こ こで，R&Dに 従 事 す る マ ンパ ワ ーの うち，

仮 に研 究 者 を 「R&D人 材 」 とす る と，95年 現 在，

台 湾 に は63，457人 のR&D人 材 が 蓄 積 さ れ て い

る こ と に な る。 こ のR&D人 材 が こ こ10年 ほ ど

で どれ く らい増 えて き た のか を い くっ か の指 標 で

確 認 した のが 図2で あ る。

 図2よ り，1986年 に お け るR&D人 材 は

27，747人 で あ っ た の で ， こ の9年 間 にR&D人

材 は約2.3倍 に増 え た こ とが 分 か る。人 口10，000

人 当 た り のR&D人 材 の 数 は86年 の14.3人 か ら

95年 の29.8人 と ほぼ倍 増 した。 同様 に， 労 働 力

人 口10，000人 当 た りのR&D人 材 の 数 も86年

の34.9人 か ら95年 の69.8人 と倍 増 した。 こ う

して，R&D人 材 は86年 か ら95年 に か けて 年 率

約10%の 勢 いで 増 大 して き たが ， これ は人 口増

加 率 ， 労 働 力 人 口増 加 率 を遙 か に上 回 る勢 い で あ

り， こ の た め同 期 間 中 のR&D人 材 の対 人 口 比 率

な らび に対 労 働 力人 口比 率 は著 し く高 ま った。

 さ ら に，95年 のR&D人 材63，457人 を 学 位

別 ， 雇 用 部 門 別 に分 けて み た のが ， 表3で あ る。

この表 か ら次 の こ とが分 か る。 第1に ，R&D人

材 の学 位 別 構i成は博 士 が16.3%， 修 士 が25.0%，

学 士 が30.2%， さ らに 専 門学 校 卒 等 が28.6%と

な って お り， 学 士 が最 も多 く， ま た博 士 と修 士 を

合 わせ て41.3%と な って い る。 第2に ， 雇 用部

門 別 で はR&D人 材 は 産 業 部 門(民 間 企 業)に

58.9%と 集 中 して お り， 研 究 機 関 と大 学 等 に は

そ れ ぞ れ19.0%，22.1%存 在 す る。第3に ，博 士
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表4.大 卒以上のR&D人 材 の対人 ロ比率 の国際比較

Researchers per

10，000population

Japan

1994

45

(単位 ：人)

U.S.

1993

Germany

 1991

3730

South Korea

 1994

26

France

1993

25

U.K.

1993

R.O.C

1995

2421

(出 所)表1に 同 じ.

表5.新 竹科学園区におけるR&D支 出(業 種別)

1996年

釧 刊一箜 脛 罫1

(単位 ：百 万台湾 ドル)

Industry

Type of work

Total

 Integrated circuits

 Computers&
 Peripherals
 Telecommunications

 Opto-electronics

 Precision machinery
 Biotechnology

17，824  100.0

11，689  100.0

3，784  100.0

1，110 100.0

974  100.0

185  100.0

 82100.0

765

36

523

73

114

15

 4

4.3

0.3

13.8

6.6

11.7

8.1

4.9

Amount

of sales

  R&D

expenditures

per 1，000 sales

4，991

3，026

1，277

28.0  12，068  67.7  318，149

25.9   8，627  73.8  157，054

33.8   1，984  52.4  121，238

204  18.4    833  75.0   19，263

389  39.9    471  48.4   17，534

65  35.1    105  56.8    2，762

30  36.6     48  58.5     298

56.0

74.4

31.2

57.6

55.5

67.0

275.2

(出所)行 政院国家科学委員会 『中華民国科学技術統計要覧』(1997年 版)

学位保有者の71.7%は 大学等 に集中してお り，

修士学位保有者は49.8%と 産業部門に多 く，さ

らに学士学位保有者は69.4%ま でが産業部門に

集中 している。

 大卒以上 のR&D人 材が人口10，000人 につき

何人 くらいいるかを各国間で比較 したのが，表4

である。同表の中では，21人 という台湾の数が最

低 ということになる。最高は日本の45人 で， こ

れにUSAの37人 が続 いている。東 アジアの台

湾のライバルである韓国 も26人 と台湾を大 きく

上回っている。

 以上から， 台湾のR&D人 材の特徴 として以下

のようなことが指摘できる。第1に ，95年 現在，

63，457人 のR&D人 材が蓄積されているが，これ

は86年 か ら95年 にかけて年率約10%の 勢い

で増大 してきた結果であり， これは人口増加率，

労働力人口増加率を遙かに上回る勢いであった。

しか し，人口当たりのR&D人 材の蓄積は韓国を

含む先進諸国の水準からみるとまだまだ少ないと

いえる。第2に ，R&D人 材のうち，博士 と修士は

合わせて41.3%と なっている。雇用部門別では

R&D人 材の約6割 は産業部門 に雇用 されてい

る。博士号保有の高学歴者は7割 強まで大学等に

集中 している。

 (3)工 業部 門 のR&D支 出 お よ び人 材

 工 業 部 門(製 造 業 と情 報 産 業 を含 む)のR&D

支 出 は95年 現 在 ，749億 台 湾 ドル で あ っ た が，

これ は 台 湾 のR&D支 出 の59.9%に 当 た る。86

年 の 工 業 部 門 のR&D支 出 は163億 台 湾 ドル で

あ った か ら過 去9年 間 に約4.6倍 に増 大 した こと

に な る。 ま た95年 の工 業 部 門 のR&D支 出 は工

業 部 門 の売 上 高 の1.06%に 当 た る が， 他 の 先 進

国 の 同 比 率 の 水 準 が3.5%か ら4.5%に 上 っ て

い る現 状 か ら見 る と， まだ まだ か な り低 い と いえ

る5》。

 工 業 部 門 のR&D人 材 は86年 の13，261人 か

ら95年 の37，353人 へ と2.8倍 に 増 加 して い る。

こ う して， 台 湾 の全R&D人 材 に 占め る工 業 部 門

のR&D人 材 の比 率 は86年 の47.8%か ら95年

の58.9%へ と一 層 の高 ま りを示 して い る6)。

 95年 現 在 ， 全R&Dに 占 あ る工 業 部 門 のR&D

は， 支 出面 で59.9%， 人 材 面 で58.9%を 占 め て

お り， ど ち ら もほ ぼ6割 を 占 めて い る とい え る。
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表6.新 竹科学園区におけるR&D人 材(業 種別)

1996年

Industry

(単位 ：人)

Type

Total

 Integrated circuits
 Computers&Peripherals
 Telecommunications

 Opto-electronics

 Precision machinery
 Biotechnology

TotalR&DR
esearchers

manpower

9，387

5，109

2，061

1，004

826

312

 75

6，730

3，724

1，630

735

440

151

 50

Thchnicians Supporting Numberofpersonnel employee
1，486

796

239

162

167

105

 17

Researcher as

percentage of

employee(%)

1，171

589

192

107

219

 56

 8

54，806

29，510

14，187

4，385

5，386

1，070

 268

12.3

12.6

11.5

16.8

8.2

14.1

18.7

(出所)表5に 同 じ.

表7.新 竹科学園 におけるR&D人 材の年齢構成(業 種別)

1996年

Industry

Age

Total

 Integrated circuits

 Computers&Peripherals
 Telecommunications

 Opto-electronics

 Precision machinery

 Biotechnology

Total

%

(単位 ：人)

Under

6，730  100.0

3，724  100.0

1，630  100.0

735  100.0

440  100.0

 151 100.0

 50 100.0

2，636

1，407

735

271

 158

 52

 13

39.2

37.8

45.1

36.9

35.9

34.4

26.0

搬霊割 豎讐 鑑
3，668  54.5  389   5.8  33   0.5   4

2，133 57.3  174   4.7

795 48.8   95   5.8

418 56.9   41   5.6

226 51.4   42   9.5

 74 49.0   23  15.2

2244.01428.0

10  0.3  0

4  0.2  1

4  0.5  1

13  3.0  1

1  0.7  1

1  2.0  0

1

0

1

1

9
臼
7

0

0

0

0

0

0

0

0

(出 所)表5に 同 じ.

 これ か らの台 湾 工 業 の技 術 の高 度 化 を促 進 す る

た あ ，台 湾 政 府 は90年 に新 竹 科 学 園 区(The Hsi-

nchu Science・Based Industrial Park：SIP)を 設

立 した。96年 現 在 ， 新 竹 科 学 園 区 に は203社 の

研 究 所 ・製 造 工 場 が 設 立 さ れ て お り，R&Dに

178億 台 湾 ドル が支 出 され て い る。表5に はそ の

業 種 別 ， 研 究 の性 質 別 内訳 が示 され て い る。

 ま ず，表5か ら178億 台 湾 ドル のR&D支 出 の

売 上 高 に 占 あ る比 率 は5.6%に 上 って お り， これ

は上 で 見 た 製 造 業 平 均 の1.06%の5倍 以 上 に 当

た り， 新 竹 科 学 園 区 にR&D型 企 業 が集 中 して い

る ことが 分 か る。 売 上 高 に 占め るR&D比 率 の と

りわ け高 い業 種 はバ イ オ テ クノ ロ ジー で あ る。 新

竹 科 学 園 区 に は 様 々 な 業 種 が 集 積 して い る が，

R&D支 出 の特 に大 きな業 種 はIC(集 績 回路)で

あ り，同業 種 だ けで 全 体 の65.6%を 占あ て い る。

これ に続 い てR&D投 資 額 の大 きな 業 種 と して コ

ン ピ ュー タお よび そ の 周 辺 機 器 が あ る。 これ は，

台 湾 に お け るハ イ テ ク産 業 の 中 心 がICと コ ン

ピュータおよびその周辺機器であることを反映し

ている。 さらにR&D支 出の特徴を見 ると，基礎

研究の比率は4.3%と 小 さく，応用研究 と技術開

発(開 発設計)が それぞれ28.0%，67.7%と 大 き

くなっている。

 新竹科学園区における被用者数 は96年 現在，

54，806人 で，うちR&Dに 従事するマンパワーが

9，387人， うちResearcher， っまりR&D人 材は

6，730人である(表6参 照)。 したが って，台湾全

体の工業部門全体のR&D人 材の2割 弱が新竹科

学園区に集中していると見られる。業種別では，

R&D人 材 もICと コンピュータ関連 に集中 して

いる。

 最後に，表7で 新竹科学園区におけるR&D人

材の業種別の年齢構成を見 ると，まず全体で は

30代 が54.5%，30歳 未満が39.2%と 非常に若

いといえる。 これは新竹科学園区自体が新 しいこ

とと，台湾 におけるR&D部 門が急成長 してお

り，若い人材を急激に吸収 している実態 とを反映
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していると見 られる。業種別に見 ると，バイオテ

クノロジーで40代 が28.0%を 占あてお り， こ

の部門で相対的に年齢構成が高いといえる。

 以上のように，90年 に設立 された新竹科学園

区 で は ここ10年 ほ どの短 期 間 に，ICと コ ン

ピュータ関連を中心 とする技術戦略的産業が集積

し，積極的なR&D投 資とR&D人 材の蓄積が行

われている。 ただ し，R&D支 出のほとんどは開

発設計，応用研究に向けられており，基礎研究は

ごくわずかに過ぎない。R&D人 材の特徴 は，20

代 と30代 にほぼ94%が 集中 し，若いとい うこ

とにある。

 さて，以上のような台湾における全般的なR&

D人 材の特徴を背景として， それでは個々のR&

D人 材のキャリアや職業意識等にはどのような特

徴が認あ られるであろうか。幸い，台北 と新竹科

学園区近辺を中心に個人調査を実施することがで

きた7)。そこで，以下では， このデータを用いて，

R&D人 材のキャリアや職業意識等について検討

を加えることにする。その場合，公的部門と民間

部門との比較を念頭に行 うことにする。というの

も，R&D人 材のキャリアや職業意識等で， 技術

を伝播する役割を担う公的部門の技術者と，新技

術を受容 ・開発 し，なおかっ利益を生み出すべ く

迫られる民間部門の技術者との間で大きな差があ

ると想定されるか らである。

3.R&D人 材の基本属性

 (1)対 象 企 業 の特 徴

 有 効 な ア ンケ ー ト調 査 票 の 回 収 が で きた の は，

23社 ，512人 で あ った。 うち， 公 的部 門 が1社 ，

263人(51.4%)， 民 間 部 門22社 ，249人(48.6%)

で あ った。

 こ こ で の 唯 一 の 公 的 部 門 は工 業 技 術 研 究 院

(The Industrial Technology Research Insti-

tute：ITRI)で あ る。 ITRIは 非 営 利 組 織(NPO)の

財 団 法 人 で あ る8)。台 湾 の ほ とん ど の エ ン ジニ ア

リン グ と応 用 研 究 を支 え て い るの は， 大学 を 除 け

ば公 的機 関 あ るい はNPOで あ る(National Sci-

ence Council，1997， p.21)。 ITRIは ，基 礎 技 術 や

応 用 技 術 よ り も主 と して技 術 開発 な らび に 技 術 の

商 業 化 ・実 践 的 応 用 を 担 当 し て い る。ITRIは

1973年 に政 府 の立 法 措 置 に よ り工 業 技 術 の 応 用

研 究 機 関 と して設 立 さ れ， 現 在 で は そ の傘 下 に電

子 工 業 ， 光 電 工 業 ， コ ン ピ ュー タ ・コ ミュニ ケ ー

シ ョ ン， 度 量 衡 学 ， 航 空 宇 宙 ， 機 械 工 業 ， 化 学 工

業 ， 工 業 材 料 ， エ ネ ル ギ ー な どの各 研 究 所 を抱 え

て い る。

 従 業 員 数 は1997年 現 在 ，5，905人 に達 して お

り， この数 は こ こ数 年 ほ とん ど変 化 して い な い。

そ の う ち 博 士750人(全 体 の12.7%)， 修 士

2，282人(38.6%)， 学 士1，273人(21.6%)と 修

士 以 上 の高 学 歴 者 が約5割 を 占 あ て い る。勤 続 年

数 の長 い もの が多 く，10年 以 上 が2，499人(全 体

の42.3%)，5～10年 が1，587人(26.9%)，2～5

年 が1，048人(17.7%)，2年 未 満 が771人(13.1

%)と な って い る。離 職 の動 向 を み る と，97年 の

離 職 者 数 は714人(97年 の従 業 員 数 の12.1%)

で ， そ の多 くは産 業 界 に移 動 して お り， 人 数 で は

552人 と全 体 の77.3%を 占 め て い る。 後 は大 学

や 進 学 な ど が そ れ ぞ れ44人(6.2%)，35人

(4.9%)と な って い る(以 上 は工 業 技 術 研 究 院 資

料 に よ る)。

 他 方 ， 民 間 部 門22社 の産 業 別 構 成 を 見 る と，

電 機 ・電 子 メ ー カ ー8社 ，機 械 メ ー カ ー4社 ，繊

維 メ ー カ ー2社 ，薬 品 メ ー カ ー1社 ， そ の他 メ ー

カ ー5社 ， それ に情 報 産 業2社 とな って い る。電

機 ・電 子 メ ー カ ー8社 の な か に は，1，000人 以 上

の 半 導 体 製 造 業 や 光 デ ィ ス ク製 造 業 ， さ らに は

4，000人 規 模 の家 電 メ ー カ ー も含 まれ て い る。 他

方 ， 情 報 産 業2社 の う ち の1社 は従 業 員 規 模 が

50人 弱 に と ど ま る。

 (2)R&D人 材の基本属性

 調査対象 のR&D人 材 の男女 別構成 は男子

84.6%， 女子14.8%で ある。組織 タイプ別(公 的

部門 ・民間部門別)に 比べると，公的部門の男子

比率は85.9%， 民間部門の男子比率は83.1%と

なっており，ほとんど差がない。(表省略)

 平均年齢 は33.5歳 で，平均勤続年数 は5.1年

である。これを組織タイプ別に比べると，公的部

門の方 は平均年齢が34.3歳 で，民間部門のそれ

は32.7歳 となっており，公的部門の方で1.6歳
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表8.年 齢および勤続年数(組 織タイプ別)

組織 タイプ N 平均値 標 準 偏 差

5.8809

5.7336

平均値の標準誤差

年 齢*** 公的部門

民間部門

3

Q
σ

ハ0

4

9
臼

り
臼

34.3004

32.7149

0.3626

0.3634

勤続年数 公的部門
民間部門

9
臼

0

ρ0

4

9
臼

9
畠

5.3015

4.8208

4.6999

4.7539

0.2904

0.3069

(注)平 均値の差 のt検 定 で***は1%の 水準 で有意で あることを表す.(**は5%，*は10%， 以下 同様)

表9.現 在 の職位(組 織 タイプ別)

公的部門

民間部門

響⊥
麟
%
蠹

%

董事

合計

公的部門

璽⊥
攤

1

0.4%

1

0.2%

組長，班長

民間部門

6

2.3

21

8.4

合計

劉 一275.3%

経理

21

8.0

14

5.6

35

6.8
一 一一 .   一 

非管理

一一

159

60.5%
  一

86

34.5

245

47.9%

一一一

一一.

副 理

4

1.5%

29

11.6%

33

6.4%

そ の 他

46

17.5

37

14.9%

83

16.2%

⊥ 諌長
   19
   7.2

     

54

21.7%
『 一 圏 一-

73

14.3
一一

 N.A.
 一  一

8

3.0

}

7

2.8
一

 15

  2.9
一

合 計

263

100.0

249

100.0%

512

100.0

p<0.001

ほど平均年齢が有意に高 くなっている。勤続年数

もそれに対応 して公的部門5.3年 ，民間部門4.8

年 と公的部門の方で0.5年 ほど長 くなっている。

 学歴水準 は博士18.0%， 修士46.7%， 学士

16.8%な どとなっており，修士以上が64.7%と

学歴水準がきわめて高い。 とりわけ，公的部門で

は博士の比率が3割 弱に達 して，民間部門の同1

割弱を大幅に上回っている。(表省略)

 専門領域は理学が16.8%， 工学が77.0%， そ

の他が3.9%と ，工学に集中している。組織タイ

プ別 に比べると，公的部門で工学が80.6%， 民間

部門で73.1%と なっており，若干ではあるが公

的部門の方で工学への集中がより強 く見られる。

(表省略)

 現在の職位 は表9の 通 りである。これは公的部

門 と民間部門とで違いが大 きい。すなわち，公的

部門では一般(非 管理)が60.5%に も上 るのに

対 し，民間部門では一般の比率 は34.5%と 少な

く，次長(副 理)，課長などの役職者が多 くなって

いる。年齢や勤続で見たように，それ らは公的部

門の方で高かったから，相対的に公的部門では昇

進速度が遅 く，民間ではそれが速いといえる。た

だし， この場合の公的部門はその規模がきわめて

大 きく，そのことが影響 していると考えられる。

 ここで，平均年収ならびに労働時間を両部門間

で比べてみると以下のようである。まず平均年収

は公 的部 門 で69.5万 台 湾 ドル(サ ンプル数

195)， 民間部門で66.9万 台湾 ドル(サ ンプル数

179)と なっており，4%ほ ど公的部門の方で高

いが，この差は統計的に有意でない。(表省略)し

たがって，相対的に公的部門では昇進速度が遅い

が，その格差が処遇格差には結びっいていないと

いえる。

 また，週平均実労働時間は公的部門で47.7時

間，民間部門で48.5時 間と民間部門の方で若干

長 くなっているが，統計的には有意な差ではな
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表10 入職経路(組 織 タイプ別，転職経験 の有無 別) (単位 ：人)

一 一
公的 転職経験 ある 度数

部門 の有無    %

       就職                会社案内 会社か 職業紹         親等の 直接企先生の 先輩の

                等による ら直接 介機関 その他N.A. 合計      担当の          紹介 業訪問紹介 紹介
       紹介                 応募  勧誘 の紹介

ない 度数

   %

8   9

6.4%  7.2

15    14     60    7    1     9   2   125

12.0%  11.2%   48.0%  5.6%   0.8%   7.2% 1.6% 100.0%

23    9    2     6    11     71     2     1    10    1    136

16.9%  6.6% 1.5%  4.4%  8.1%  52.2%  1.5%  0.7%  7.4%0.7%100.0%

   合計    度数
          %

毳驪艶 劉
       ない 度数
          %

31   18    2    21   25    131    9    2    19   3   261

11.9%  6.9%  0.8%   8.0%  9.6%   50.2%   3.4%  0.8%   7.3% 1.1% 100.0%

1   6

0.7%  4.4

32   18    53

23.5%  13.2%   39.0%

14   8    56

13.0%  7.4%   51.9%

13   3

9.6%  2.2%

2   5

1.9% 4.6%

10   e  136

7.4%  一  100.0%

合計 麟
%

7   8

6.5% 7.4%

8

7.4

108

100.0

8   14

3.3% 5.7

46    26    109    15     8     18     -  244

18.9%10.7%44.7%6.1%3.3%7.4%一100.0%

公 的 部 門 ：p<0.05， 民 間 部 門 ：ρ<0.01

表11.転 職経験 の有無(組 織 タイプ別) (単位 ：人)

公的部門

民間部門

合計

蠍
%
麟

%
麟

%

ある
一 一 一

125

47.5%

ない N.A.

2

合計
     一

136

51.7% 0.8%

263

100.0

136

54.6

108

43.4%

5

2.0

249

100.0

261

51.0%

244

47.7%

7

1.4%

512

100.0

い。(表 省 略)

 最 後 に， 民 間 部 門 のR&D人 材 の 産 業 別 構 成 を

見 る と，電 機 ・電 子 メー カー117人(民 間 部 門 で

47.0%)， 機 械 メ ー カ ー11人(同4.4%)， 繊 維

メ ー カ ー24人(同9.6%)， 薬 品 メ ー カ ー17人

(同6.8%)， そ の他 メ ー カ ー54人(同21.7%)，

そ れ に情 報 産 業26人(同10.4%)と な って お り，

半 導 体 や コ ン ピ ュー タ関連 を 含 む電 機 ・電 子 メ ー

カ ー の構 成 が約 半 分 とな って い る(表 省 略)。

4.キ ャリア：外部労働市場 とのかかわ り

 (1)入 職経路

 表10で 入職経路を見ると，両部門とも会社案

内等による応募が中心 となっている。部門間での

違いを見 ると，公的部門では大学の先生の紹介が

多 くなっているのに対 し，民間部門では親 ・親戚

や知人の紹介や，会社か ら直接の勧誘などが多 く

なっている。

 しか し，入職経路は転職経験がない場合，つま

り大学等か らす ぐに就職する場合と，転職経験が

ある場合とではその経路は自ずか ら異なるであろ

う。実際， 表10に おける転職経験の有無による

入職経路の違いは公的部門，民間部門それぞれに

おいて有意な水準となっている。

 公的部門，民間部門を問わず，転職経験の有無

による入職経路の違いは共通 してお り，以下の通

りである。転職経験がある場合には，ない場合に

比べて，親 ・親戚や知人の紹介，自分か ら直接企

業を訪問，会社か ら直接の勧誘が多 くな ってい

る。 これに対 し，転職経験がない場合には，ある

場合に比べて，大学の先生の紹介，会社案内や広

告 による応募がきわめて多 くなっている。これら

の違 いは民間部門の方でよりはっきりしていると



一 台湾 における研究開発技術者 のキ ャリア分析序説一  115

區
_一三]■麺.

転職 回数**

表12.転 職回数(組 織タイプ別) (単 位 ：人 ， 回)

組織タイプ

公的部門

民間部門

ー N

-

ρ0

9
自

0
0

1

1

1聖 塑 」 ■ 標準偏差11.8595 1.07482.1618 1.3511
平均値の標準誤差

9.770E-02

0.1159

表13.転 職 の理 由(2つ までの複数回答.組 織 タイプ別)

スカウ ト  研究 テーマ

された  堀 り下 げ

公的部門 度数

     %

6

4.8

民間部門 度数
      %

 15

 11.0%
  一一 一

前勤務先で
仕事行詰り
    一
 8

 6.4%

一_              一 一一         一  =

 公的部門 度数
       %
一

民間部門 度数
      %

15

11.0%

言 え る。

46

36.8%

36

26.5

前 勤務 先人

間関係 イ満

 9

 7.2

 5
 3.7

(単位 ：人)

管理者として

 の能力発揮
 一 ・.i」一

賃金など
条件が良い

ポ ス ト等 の

待遇条件良 い

前勤務先
処遇に不満

一一 一一 一一一 一一一一..}

  4

  3.2

6

4.8
一 一一一 一 一.

8

6.4

7

5.6

15

11.0%
一一

28

20.6

   . 二 齟L_ 一

10

7.4%

17

12.5
 一一一 『

会社の将来

方向性疑問

会社研究開発

 姿勢疑問

.一 一

  その他 合計

29

23.2

13

10.4

41

32.8%

125

100.0

39

28.7%

16

11.8%

 一.一一一

24

17.6

.一 一一一一 一

 136

 100.0
.一『一 一一一一一

 (2)転 職経験の有無 と転職回数 ・転職理由

 表11に は転職経験の有無が示されている。転

職経験のあるものの比率は， 公的部門で47.5%，

民間部門で54.6%と なっており，民間部門の方

で7%ポ イントほど高いとはいえ，両部門とも転

職経験者が多 く含まれているといえよう。という

のも， インドのR&D人 材の転職経験の調査結果

と比べると，民間部門の方で転職経験者が多いと

いう点は共通しているが，これほど多 くの転職経

験者 は含 まれていなかったからである9)。

 次に，転職経験者がこれまでどれくらいの転職

を経験 してきたのかを検討すると，表12の よう

である。公的部門のものは1.9回 ，民間部門のも

のは2.2回 となっており，民間部門の方で有意に

多いことが分かる。 このことから，公的部門と比

べて民間部門では転職経験者がより多 く含まれて

いるだけでな く，転職経験者の転職回数 も多 く

なっているといえる。

 転職経験者に対 し主な転職理由2っ までの複

数回答で尋ねた結果が表13で ある。 これによる

と，まず両部門の転職経験者に共通の最大の理由

は， 自分の研究テーマをもっと掘 り下げたかった

からという理由と，会社の将来の方向性に疑問が

あったか らという理由である。ただし自分の研究

テーマをもっと掘 り下げたかったか らという理由

で転職 した人の比率は公的部門の方で10%ポ イ

ントほど高 く，会社の将来の方向性に疑問があっ

たか らという理由で転職 した人の比率は民間部門

の方で5%ポ イン トほど高いという若干の相違

は認め られる。前者の理由が公的部門で多いの

は，博士号を持った高度な専門家の比率が同部門

の方で高いということと強 く関連 しているものと

考えられる。

 他方，スカウトされたから，管理者として能力

を発揮するため，賃金などの経済的条件が良かっ

たから，前の勤務先での処遇に不満だったからな

どという理由は，民間部門の方で顕著に多いとい

える。つまり，民間部門ではポス トや処遇などの

理由がより強 く働 き転職に結びついているといえ

る。

 (3)将 来の希望勤務先

 将来どこで働きたいかと尋ねると，両部門とも

現在の会社や組織が最大となっている(表14参

照)。 この傾向は，民間部門でより強いといえる。

これは，民間部門ではこれまでより良い会社，よ
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表14.将 来働 きたいところ(組 織 タイプ別)

公的部門 麟
%

(単位 ：人)

現在の

会社 1
 別の

 会社

112

42.6%

59

22.4%

蘓!攀 飜螂
50

19.0 己
民間部門

合計

謬儀1髏 ：166.6612，：：1

25

9.5

26

10.4

その他

釘5110.。 曁」.

9

3.4

7

2.8

16

3.1

                  剄

錨1

一劃lll蠅
11

4.4

19

3.7

249

100.0

512

100.0

p<0.001

一

公的部門

民間部門

一

  合計

蹴
%

麟
%

蠹

%

 
懺

'8

.，%

表15.現 在 の所 属部 門(組 織 タイプ別)

  93.6
19

3.7

応用

99

27

126

.7%24

(単位 ：人)

憂隴
生産

技術

生産

管理

情報

処理

特許

管理

研究

企画
合計

.6%

129

49.0

6

2.6

23

9.2

1

0.4

3

1.1%
一..

=
15

5.7

   『

263

100.0%

.8%

.6%
   

169

67.9

298

58.2
一

9

3.6

1

0.4%

4

0.8%

2

0.8%

9

3.6

249

100.0

29

5.?

10

2.0

2

0.4

24

4.7
  一.一

512

100.0
一一一一

p<0.001

一 一一

』

基礎

研究
一.一一

13

4.9

公的部門  度数
      %

民間部門  度数
      %

4

1.6%

合計    度数
      %

17

3.3

表16.今 後，最 も希望す る部門(組 織 タイプ別)

応
研

71

27.0

27

10.8

98

19.1%

開発 ・

設 計

91

34.6

107

43.0

198

38.7%

生 産

管 理

2

 4.6%

8

7.2

0

5.9

(単位 ：人)
一一一一.一 一一一一 』

情報
処理

特許

管理

研究
企画

営業
その

他
N.A. 合計

一「尼 m

5 1 32 3 1 28 263

1.9% 0.4 12.2
  一

1.1% 0.4 10.6% 100.0%
一.一

8 3 37 7 7 14 249

3.2
一

1.2% 14.9% 2.8 2.8 5.6 100.0

3 4 69 10 8 42  1512

2.5 0.8% 13.5 2.0 1.6% 8.2%1100.0%
一一一一  一

p<0.001

り良いポストや処遇を求あて転職を行ってきた人

が相対的に多く， この人たちは現在到達 した会社

に満足 している場合が多いたあではないかと見ら

れる。公的部門の方では別の会社に行 きたい人や

会社以外の大学などの研究機関に移りたい人 も2

割前後ずつ存在する。また，独立 して自分で会社

を興 したい人 も両部門に1割 ほど存在す る。

5.R&D人 材 のキ ャリア意識

(1)現 在の所属部門と今後の希望部門

調査対象のR&D人 材の現在の所属部門は，表

15の 通 りである。両部門共に開発 ・設計に集中

しているが，この傾向は民間部門でより顕著で，

67.9%と なっている。両部門とも基礎研究には

4%弱 しか所属 していない。民間部門では開発 ・

設計以外では，応用研究，生産技術にそれぞれ

10%位 ずっの分布となっている。

 公的部門では開発 ・設計の49.0%に 続いて応

用研究に37.6%が 所属 している。民間と比べて

応用研究のシェアが27%ポ イントも多いことが

公的部門の特徴である。

 次に，今後最 も希望する所属部門は何かと尋ね

ると， 表16に 示されるとおりである。 まず公的
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表17.研 究開発者 の年齢 的限界 の有無 に関す る意識(組 織 タイプ別)

公的部門

」
麟
%

民間部門 蹴
%

合計 麟
%

ある ■ 一
141

53.6%

122

49.0%

263

51.4%

(単位 ：人)

な い

121

46.0

120

48.2

241

47.1

N.A. ■

1

0.4

合計

7

2.8

8

1.6%

263

100.0

249

100.0%

512

100.0

p<0.10

表18.研 究開発者 の限界年齢(組 織 タイプ別)

公的部門

民間部門

合計

p<0.01

20歳

前半

30歳

前半

度数
%

1

0.7%

3

2.1

度数

%

11

9.0

度数
%

 1

 0.4
一一一一 一一㎜ 一

 14

 5.3
一一一一.一

30歳

後 半

20

14.2

30

24.6

50

19二吻

総
3012

24.6%9.8%

6040

22.8%15.2%

50歳 個

以 上   

17   4

12.1%  2

8   3

6.6%  2

(単位 ：人)

25   73
9.5%  27.8%

合

141

100.

122

100.

263

100.

部門で所属希望が強 く，表15の シェアより増大

しているのは，研究企画(6.5%ポ イント増)で あ

る。開発 ・設計と応用研究， とりわけ開発 ・設計

はそのシェアを激減させている一方で，基礎研究

志向は見 られない。

 他方，民間部門で希望が増大 している所属部門

もやはり，研究企画(11.3%ポ イント増)で ある。

応用研究のシェアは変わ らないが，開発 ・設計は

民間部門でもそのシェアを激減 させている。 しか

し基礎研究志向はまったく見 られない。

 こうして両部門とも，研究企画に強い希望を示

しているが， これが管理職志向の強 さを示すもの

であるのかどうか。 この点は後でもう一度検討す

ることにしよう。

 (2)R&D人 材の年齢的限界 とその理由

 R&D人 材 として活躍できる年齢 には限 りがあ

ると見ているのかどうか。 表17に よると， その

有無に関する見方は民間部門ではほぼ半々で，公

的部門では53.6対46.0で 年齢限界があるという

見解の方がやや多い。 この比率は日本の比率に近

く，イン ドと比べ ると，あるの比率が格段に高

いlo}。

 では，年齢限界がある考える場合にその年齢は

具体的に何歳 ぐらいであろうか。年齢限界がある

考えるものの回答は表18の 通 りである。 まず確

認すべきことは，年齢限界はあることはあるが，

個人差が大 きいというものが公的部門で29.8%，

民間部門で25.4%存 在するということである。3

割弱の人は，年齢限界は個人差によるもので，そ

の年齢を特定化できないと見ている。 さて，年齢

限界を特定化 した7割 強の人たちの年齢別分布

を見 ると，公的部門では40歳 代前半を中心に分

布 しているし，民間部門では30歳 代後半 と40

歳代前半に中心があることが分かる。明 らかに，

公的部門の方で年齢限界を高あに考えている。そ

れはなぜかを考えるために，次に年齢的限界の理

由がどのよ うに捉え られているのかを見てみよ

う。

 表19は ，年齢限界があると考えるものにその

理由を複数回答で尋ねた結果である。両部門間に

大 きな乖離は認あられない。指摘率の高い順に並

べてみると，管理的業務による多忙，研究開発活

動以外の仕事による多忙，体力的問題，急速な技
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公的部門 度

表19.研 究開発者の年齢的限界の理由(複 数回答， 組織タイプ別)

民間部門 度

一.璽嗹塵

1鐚劉

チ ャ レ ンジ

精 神 の問 題

 41

 29.1%

31

25.4%

技術革新 に

つ いて いけず

52

36.9

41

33.6

職
75

53.2

55

45ユ%

(単位=人)

研究開発

活動以外の
仕事の多忙     一

 63

 44.7

その他

一 一 一

合 計

N.A.

 .『

4

2.8

141

100.0
    

52

42.6 =二
122

100.0

表20.高 度研究開発専門職への就任希望(組 織 タイプ別)

公的部門

民間部門

合計

麟
%

度

%
度

数

数
%

 ぜ ひ

就 きたい

で きれば

就 きたい

どち らとも

言えない

53

20.2

116

44.1

63

24.0

36

14.5

114

45.8%

50

20.1

89

17.4

230

44.9

113

22.1
   一『

(単位 ：人)

あま り就 き

た くない

就 きた く

 ない
N.A. 合計

25

9.5

3

1.1

3

1.1

263

100.0%

35

14.1%

6

2.4

8

3.2

249

100.〇
   一一『

60

11.7%

9

1.8%

11

2ユ%

512

100.0%
    

p<0.10

公的部門

民間部門

表21.高 度研究開発専門職 に就 きたい理 由(2つ までの複数回答，組織タイプ別) (単位 ：人)

フェロー大 き

な仕事可能

フェロー社

内地位 高い

フ ェ ロ ー

処 遇 良 い

フェロー社会

的地位高 い

研究開発
に専念

研究開発職務
に適している

その他 合計

部門 度数
    %

46

27.2

9

5.3

16

6.5

6

3.6

73

43.2

93

55.0

6

3.6

169

100.0%

部門 度数
    %

53

35.3

620

4.0%13.3%

3

2.0

60

40.0

78

52.0

5

3.3

150

100.0

術革新についていけない，創造性等の発想力の問

題，などである。

 最 も大 きな理由は，管理業務をはじあとするR

&D以 外の仕事負荷が高まることにより， また体

力的低下がR&Dへ の余力を少な くし，その結

果，R&D人 材 としての限界が訪れるというもの

である。技術革新についていけないとか，発想力

が衰えるという要素より， これらの研究に集中で

きる時間や余力が削 られるからという要素が大 き

いといえる。なお，両部門間を比べてみると，公

的部門では体力的問題 と管理的業務による多忙の

指摘率がより高 くなっている。

 (3)高 度研究開発専門職への志向性

 台湾のR&D人 材 は果た してそのキャリアの中

で管理職 よりも高度な研究開発の専門職(研 究開

発 フェローなど)へ の志向性をどの程度持つ もの

であろうか。それともやはり，管理職志向は決定

的に強いものなのであろうか。 表20は ，高度研

究開発専門職に就 きたいかどうかをきいた結果で

ある。

 表20に 明らかなように， ぜひ就きたい， でき

れば就 きたいというものの比率は，公的部門で

64.3%， 民間部門で60.3%と なっており， 就 き

たくない，あまり就 きたくないの比率(公 的部門

10.6%， 民間部門で16.5%)を 大幅に上回ってい

る。公的部門と民間部門の比較では，公的部門の

方で就任希望がより強く，民間部門の方で非就任

希望がより強いといえる。いずれにせよ，台湾の

R&D人 材は管理職志望 よりR&D人 材として現

役でいたいという志望が強いといえる。この強さ

は日本はいうに及ばず， インドのR&D人 材より
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表22.高 度研究開発専門職に就きた くない理由(2つ までの複数 回答，組織 タイプ別)

組織 タイプ

公的部門 度数
     %

ライ ン大 きな

仕事 で きる

1?

60.7

贈 璽 隆 %

ライ ンス テ ー

 タス高 い

3

7.3

(単位 ：人)

纏郵
3

10.7%

5

12.2%

イ ン対 外 ス

ー タ ス高 い

1

3.6

ライ ンより

昇進可能

 1

 3.6

研究以外の

職務経験

 

4

ρ
0

1

 

2

1113

26.8%31.7%

  管理       合計

   4`

   152853.6%100.0%

   11  41㎝
   26.8%  100.0%

強い11)。

 では，高度研究開発専門職へ就任 したい入たち

のその理由は何であろうか。表21に よりこの点

を確認すると，最大の理由は，両部門とも管理職

より自分の性格 ・能力が研究開発職に向いている

か らというものである。これに続いて，研究開発

に専念 したいか ら，研究開発フェローの方が大き

な仕事ができるか らなどが指摘されている。

 他方，高度研究開発専門職へ就任 した くない人

たちにその理由を尋ねた結果が表22で ある。こ

の場合は両部門間で指摘率に大きな違いが認あら

れる。公的部門では， ライン管理職の方が大 きな

仕事ができるから，性格 ・能力が研究開発職より

管理職に向いているから，さらに研究開発職以外

の職務を経験 したいからなどが大 きな理由となっ

ている。これに対 し，民間部門では， ライン管理

職の方が大きな仕事ができるか ら，研究開発職以

外の職務を経験 したいか ら，性格 ・能力が研究開

発職 より管理職向いているか ら，さらにライン管

理職の方がより高い地位にまで昇進できるか らな

どとなっている。

 以上のように， 台湾のR&D人 材 は管理職志望

より研究開発志向が強いといえる。 ここで，既述

の課題 つまり台湾のR&D人 材の研究企画への

強い今後の希望は管理職志向の強さを示す もので

あるのかどうかという点を考えてみたい。研究企

画への強い希望といっても表16に 明 らかなよう

に，その指摘率は12%な いし15%に とどまるも

のである。 したがって，高度研究開発専門職へ就

任 したくない人たちで管理職志向の強い人たちが

研究企画を希望 しているのであり，全体の高度研

究開発専門職志望の強さと矛盾するものではない

と解釈される。

6.む す び

 本稿に残された課題は多い。例えば，キャリア

意識は組織 タイプだけではなく，むしろ年齢や学

歴，配属部門などにより大きく影響を受けるもの

か もしれない。また，転職経験やキャリア意識と

研究成果とを結びっけて検討することが残されて

いる。

 このような限界の中ではあれ，ここでは以下の

ような点が明らかになった。第1に ，台湾のR&

D人 材の転職 は多かった。両部門の転職経験者に

共通の最大の理由は， 自分の研究テーマをもっと

掘 り下げたかったからという理由と，会社の将来

の方向性に疑問があったからという理由である。

ただし前者の理由で転職 した人の比率は公的部門

の方で高 く，後者の理由は民間部門でより高いと

いう若干の相違は認められた。

 第2に ，調査対象のR&D人 材の現在の所属部

門は，両部門共に開発 ・設計に集中 しているが，

この傾向は民間部門でより顕著であった。両部門

とも基礎研究には4%弱 しか所属 していなかっ

た。今後最 も希望する所属部門は，研究企画で

あった。開発 ・設計 と応用研究， とりわけ開発 ・

設計はそのシェアを激減させている一方で，基礎

研究志向は見 られなか った。

 第3に ，年齢限界の最 も大 きな理由は，管理業

務をはじめとするR&D以 外の仕事負荷が高まる

ことにより， また体力的低下がR&Dへ の余力を

少な くし， その結果，R&D人 材としての限界が

訪れるというものである。技術革新についていけ

ないとか，発想力が衰えるという要素より，これ

らの研究に集中できる時間や余力が削られるから

という要素が大 きかったといえる。
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 第4に ，台湾のR&D人 材は管理職志望より研

究開発志向がきわめて強いという特徴が見 られ

た。

注

1)イ ン ドのR&D支 出 の対GNP比 率 は94-95年

  において0.81%で あ った(梅 澤，1999年)が ，

  それ に比 べ ると台湾 の同比 率 は1%ポ イ ン トほ

  ど高 い といえ る.

2) National Science Council(1997)， p.13に よ る.

3)同 上.

4)同 上，p.15.

5)デ ー タの出所 は同上，p.24に よる.

6)同 上.

7)調 査 は，石 田英夫教授 を代表 とす る慶應義塾 大学

  R&D研 究会 で作成 した共通の調査票 を台湾調査

  向けに翻訳 ，若干の調整を行 い，国立 台湾師範大

  学 洪栄昭教授 の全面 的な協力を得 て実施 された.

  調 査票 の配 布 は，企業への依頼か ら回収期間 まで

  を含めて，98年10月 か ら99年4月 までの間に

  行 わ れた.回 収 された調査票 は553票 で あ った

  が，集計可能な有効票 は512票 であ る.

8)NPOはR&D支 出で は民 間 に分 類 され てい る.

  しか し，ITRIは 政 府 に設立 され た特定 の 目的を

Q
V
O

 

1

11)

持 つ財団法人で あ り，ここでは公 的部 門に分類 す

る こ と にす る.ITRIが 台 湾 のIC産 業 と コ ン

ピュー タ産業 の立 ち上 げ，発展 に果 た した点 につ

いては，朝元(1996年 ，第5章)で も触 れ られて

いる.

梅澤(1999年)の 中 の表14参 照.

『組織行動研究』(1999年)所 収 の各論文 な らび

に付属資 料の 日本 調査 の単純集 計結果 を参照 さ

れたい.

同上.
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